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（厚生労働省 受動喫煙防止対策のあり方に関する検討会報告書 抜粋）

・受動喫煙は、ヒトに対して発がん性がある化学物質や有害大気汚染物質への曝露である。

・受動喫煙の煙中には、ニコチンや一酸化炭素など様々な有害化学物質が含まれており、特にヒトへの

発がん性がある化学物質であるベンゾピレン、ニトロソアミン等も含まれている。

・受動喫煙は、乳幼児突然死症候群、子どもの呼吸器感染症や喘息発作の誘発など呼吸器疾患の原因と

なる。特に親の喫煙によって、子どもの咳・たんなどの呼吸器症状や呼吸機能の発達に悪影響が及ぶ。

・受動喫煙によって、血管内皮細胞の障害や血栓形成促進の作用が認められ、冠状動脈疾患の原因とな

る。

・受動喫煙によって、急性の循環器への悪影響がある。

国・他府県の状況

◆国の状況

・健康増進法（H14年法律第103号、H15年5月1日施行）

・たばこの規制に関する世界保健機構枠組条約（H16年6月批准、H17年2月発効）

・たばこの煙にさらされることからの保護に関するガイドライン(H19年7月採択）

・厚生労働省健康局長通知「受動喫煙防止対策について」(H22年2月25日）

・労働安全衛生法改正（H23年12月法律案国会提出、継続審議）

◆他都道府県の状況

・神奈川県「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」（H22年4月1日施行)

・兵庫県 「受動喫煙の防止等に関する条例」

（H24年3月21日公布、H25年4月1日施行、ただし罰則規定はH25年10月1日）

・京都府 「京都府受動喫煙防止憲章」H24年3月策定

・千葉県、愛知県等でも受動喫煙防止対策に関する検討会

○受動喫煙防止対策の推進について、更なる取り組みが進められている

○受動喫煙が死亡、疾病及び障がいを引き起こすことは科学的に明らか

府の取組みと課題

◆大阪府健康増進計画（H20年8月策定、H20-24年度5カ年計画）

公共施設の（官公庁・医療機関・学校・公共交通機関）の全面禁煙100%をめざす

（官公庁96.4%、病院86.3%、公立小中高学校100% 、私立学校82.1%、H24年度速報値）

⇒ 100%は未達成であり、新たな対策が必要

◆大阪府内の飲食店における受動喫煙防止対策実施状況調査（H22年度調査）

府内の終日全面禁煙の飲食店 17.5%

⇒ 特に未成年者や妊婦など家族連れの利用が多い店には早急な対策が必要

民間施設を含めた対策の方針が必要

◆府民調査（平成21年度調査）

全面禁煙が望ましい施設

公共施設（官公庁・医療機関・学校98%、飲食店82%、ホテル・旅館77%）

⇒ 府民は、多くの人が利用する施設は全面禁煙が望ましいと考えている

○公共施設については、新たな対策 外部有識者を含めた

○今後の民間施設を含めた対策 対策の検討が必要

検討の進め方

◆衛生対策審議会諮問

「大阪府受動喫煙防止対策のあり方」

大阪府受動喫煙防止対策検討部会設置

※検討会委員イメージ

学識経験者、大阪府医師会、公共交通機関

事業者、旅館・飲食店協会関連、

商工会議所連合会、市町村等

◆検討内容

1. 大阪府受動喫煙防止対策について

2. 公共性の高い施設について

3.民間事業者を含めた施設について

◆答申

「大阪府受動喫煙防止対策のあり方」

検討会報告書

「大阪府受動喫煙防止対策のあり方」の検討について（案）

  スケジュール                     

年度  月  内容  

23  1  知事方針説明  

24  4  衛生対策審議会諮問   「大阪府の受喫煙防止対策のあり方」  

5  第 1 回大阪府受喫煙防止対策検討部会  

7  第 2 回大阪府受喫煙防止対策検討部会  

8  第 3 回大阪府受喫煙防止対策検討部会  

9  第 4 回大阪府受喫煙防止対策検討部会  

10  衛生対策審議会答申   「 大阪府の受喫煙防止対策のあり方」報告書  

25  指針作成や条例化について検討  
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